石狩市公立小中学校事務職員第２９回学校間連携会議
２０１２年１月２４日　
於：石狩市庁舎２０１号会議室
１．議長挨拶
２．経過報告
　　　　１２月１６日（金）
日刊連携会議90号（修学旅行費用調査についてその3）



修学旅行費用に関する調査アップ

１２月２１日（水）
日刊連携会議91号（2011冬季研修会に向けて）




2011冬季研資料アップ
　　　　１１月４４日（水）
保護者向け事務だより（投稿）アップ
３．協議題
（１）提言２０１１に向けて　その２　～　別紙１
　　　

（２）保護者負担調査集計表から読み取りたいこと
　　　※「日刊連携会議９２号」をご持参ください

４．実践交流
５．連絡事項

＜別紙１＞提言２０１１に向けて　その２
	提言10　事務部門の学校評価（内部評価）について


	提言内容
１．学校評価における事務部門の内部評価については、学校財政財務活動のとりくみを重点として、学校づくりや子どもを中心とした視点を充実させたものとすること。


	　連携会議は、第28回会議において「『学校評価』における事務部門評価充実に向けたとりくみ」について提起し、調査検討をすすめてきました。
　「領域としての学校事務」（「2010年度版石狩市の連携会議」参照）の考え方においては「調査・実態把握」→「企画」→「運用・展開」→「反省」というサイクル化による学校事務運営すすめることとし、「反省」については「中間反省」や「年度末反省」という形態で職員会議等の場で全教職員による討議が行われてきました。このように自主的・創造的に私たちがとりくんできた「反省」は現在、法的根拠をもつ「学校評価（内部評価）」に移行していますが、一年間の活動を振り返り、次年度へつなげていくという主旨はこれからも生かしていかなくてはなりません。そのため連携会議は、現在の学校評価が事務部門においてどのように機能しているかを調査し、各学校でのとりくみに活かしていくこととしました。
　はじめに、2011年8月16日の石狩市公立小中学校事務職員協議会夏季研修会で、11校から提出のあった2010年度の学校評価について評価項目を抽出し比較検討と交流を行いました。交流の結果出された意見や、連携会議の分析をまとめた結果の概要は、以下のとおりです。
①評価項目について内部評価を省力化して外部評価に一本化する傾向がみられる。
②項目が限定的で事務職員の仕事をカバーしていない。
③評価項目が学校によって違いすぎる。
④評価項目の決定は、管理職が評価項目を提示する学校、分掌毎に評価項目を検討し職員会議で評価項目自体を検討する学校、慣例で項目が固定している学校、と様々である。
⑤事務部門について項目が設定されず、自由記述となっている学校もある。
　これらの検討結果から、改めて全校の状況を調査した結果次のことが分かりました。
（１）評価項目の項目数について
　①事務部門の評価項目が特に定められていない学校　３校
　②評価項目数が１～４項目の学校　11校
　③評価項目数が５項目以上の学校　３校
　④運営計画の全項目が評価項目となっている学校　２校
（２）評価項目の傾向について
①評価項目の文言は、学校により大きな違いがある。
②評価項目が設定されている17校のうち13校で評価項目のどこかで「適切（であったか）」という表現が使われている。
③「②」と関連するが、評価項目に「適切」という表現が使われている学校は全て段階評価が採用されている（記述との併用が多い）。
④事務部門の運営計画と評価項目との関連付けについて、一部又は全く関連付けがなされていないと回答した学校が６校。
　以上の分析に沿って、事務部門の学校評価の課題について整理をしてみます。
（１）評価項目の項目数について
　　評価項目数については、項目なしという学校が３校あり、そのうち自由記述が出来る学校は２校です。一概に項目数が多ければよいというものではありませんが、検討協議の機会を確保する観点からは、一定の評価項目が示されることが必要と考えられます。
（２）評価項目の傾向について
①評価項目の文言の学校毎の違いについては、学校の独自性に起因するというよりは、事務職員の職務内容が学校の事情によって大きく違うことから来る違いと考えられます。ただし、評価項目の意図するところは、大別すると、「学校予算の計画・執行」「文書管理をはじめとする庶務的業務」「給与・旅費等の道費経理」「教材教具の管理」「私費会計」となり、概ね事務職員が通常担っている業務であるといえます。
②評価項目の「適切（であったか）」という表現に関わっては、「適切」の意図する内容が不明確または曖昧なため評価を困難にしていると考えられます。例えば、「会計業務を適切に行う」といった項目の場合、「金銭取り扱いが適切かどうか」という意味と「会計の目的に照らして適切かどうか」という二つの意味を含みますが、「金銭取り扱い」はもとより「適切」であることが絶対条件であることに加え、金銭処理が適切であったかどうかは監査機構の役割であり処理に関わらない第三者には評価しようのないことです。したがって、評価の意義は「会計の目的に照らして適切か（有効であったか）」に求められるべきといえます。しかし、その点が考慮された評価項目の設定となり得ていないことから、評価を困難にするとともに、評価の意義が十分に果たせないことが考えられます。
③多くの学校が段階評価を採用していますが、「②」の問題点に重ねて、段階評価を行うことでさらに評価の意義が低下する可能性があります。あくまで一例ですが、「事務処理は適切に行われていたか」という評価項目を教職員が段階評価をすることは大変困難です。むしろ気のついた事項を記述する方が課題が明らかになりますが、段階評価が採用されていることで既述が敬遠されることが考えられます。また、事務部門の業務は事務職員の専門的分野に属することが多く、目に見える問題が発生しない限り段階評価では「良い」評価がなされる傾向があると考えられ、このことも評価の意義を低下させているといえます。
④事務部門の運営計画と評価項目には、いうまでもなく関連付けが必要です。とりくみの重点やとりくみ方法が変われば評価項目も変わらなければなりません。しかし、６校が関連について疑問視していることから、見直しが必要と考えられます。見直す観点としては、運営計画に目的や方針やしっかり示されているかどうかも重要になります。
（３）事務部門の学校評価を意義あるものにするために
　以上の分析以外で重要な観点があります。それは、事務職員の業務範囲についてですが、校務分掌業務については学校事情から事務職員が分担する業務範囲が異なることはありますが、学校財政税務活動については石狩管内においてもこれを事務職員の本務業務と位置付けてとりくみをすすめていることから、異なる学校においてもこれを中心として事務職員が活動していくことが大切です。したがって財政財務活動がどのように展開されたかが事務部門の評価で一番重要となります。また、学校財政財務活動を円滑・効果的にすすめることはとりもなおさず子どもを主体とした学校づくりをすすめることにその目的があると考えられます。しかし、学校財政財務活動を円滑・効果的にすすめることは既に確立されたものではなく、たゆまぬ実践研究を要するものです。したがって事務部門の評価に当たっては、個別業務の結果だけを評価するのではなく、むしろとりくみの過程を大切にしなくてはなりません。
　以上のことから各学校においては、事務部門の学校評価についてさらに検討をすすめるとともに、事務職員自身も連携会議などの機会を通じて学校評価のあり方について引き続き検討をしていくことが必要です。


	提言11　修学旅行に係る就学援助費の請求について


	提言内容
１．修学旅行に係る就学援助費の請求に当たっては、経費の算定を厳密に行い請求額に過不足が発生しないような手段を講じること。
２．各学校においては、修学旅行経費の算定を厳密に行い、事後速やかな決算報告が可能となる体制を整えること。


	　連携会議は、２０１１年９月に市内各学校修学旅行における引率者の自己負担について調査を行いました。当初この調査は、予算要望資料作成に関わって引率教職員の自己負担を必要であれば要望に盛り込む目的で参考調査としたものですが、調査をすすめる過程で、児童生徒に係る修学旅行経費の実態調査へと発展をしていきました。調査結果については連携会議ホームページ（白書提言のページ№　18）に掲載しています。
調査結果の考察は以下の通りです。
①２１校中１４校で、児童生徒から徴収した金額と旅行業者等に支払った旅行経費に差があり、その差額は主に薬品代、しおり代など旅行に付随する経費として使われている。
②差額の発生したほぼ全ての学校で、徴収金額が丸められており、端数処理の意味合いもあると思われる。
③引率団が配付する決算報告書には、この差額の内訳が詳細には記載されておらず、就学援助費請求を行う場合は決算書ではなく領収書まで確認して該当費用か否かを判定する必要がある。（実際は交通費と宿泊費で限度額に達する場合がほとんどである）
④石狩市の場合就学援助費の支給は事後払いであり、実施後出来るだけ速やかに調書を作成する必要があるが、引率団による決算が確定するまで一定程度の時間を要しており、就学援助該当費用の確認が迅速に行えない実態がある。
⑤近年、旅行経費を受注旅行業者が口座振り込みなどの方法で生徒から直接集金し社内で精算する方式が取られているが、この場合学校での金銭取り扱いが軽減されるメリットはあるが、薬品代・消耗品費など旅行費用以外の経費も社内決済するため、証拠書類が学校に残らないなどの課題もある。
　
　　このような考察から、今回の提言では主に就学援助費請求に関わる課題について扱いました。しかし付随する課題として、①児童生徒が旅行するために直接必要とする経費以外の経費、例えば医薬品代のごときはそもそも修学旅行費用として徴収するのが適当なのか否か（就学援助費に国庫負担があった時代に医薬品代が算定費用に含まれていた名残として現在も算定費用になっていると考えられるが、学校配当予算で準備することが可能ではないか）、②業者集金方式ならば、一人の児童生徒から集金する額を厳密に積算することが可能であり、旅行費用に端数を上乗せする方式は改めることができるのではないか、などがありますが、この点については連携会議としてさらに調査検討をすすめることとします。









